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研究要旨 

本研究では、令和 5 年度の予備的なパイロット調査とヒアリングから得られた結果を

参考に、令和 6 年度に実施された『分娩取扱施設における出産に係る費用構造の把握の

ための調査』において、悉皆調査（以下、A 票）で調査された質問項目（分娩取扱施設

の概要、及び、病棟（ユニット）における医療提供体制等）の記述統計量についての検

証を行った。悉皆調査の回収状況については、病院 A 票が 911 件中 341 件（37.4%）、診

療所 A 票が 936 件中 465 件（46.7%）、助産所票が 326 件中 206 件（63.2%）であった。 
本研究の結果についてはいくつか留意すべき点がある。第 1 に、分析に用いたデータ

は、外れ値や誤答と思われるものが含まれているため、あくまでも速報値であり、令和 7
年度に研究班が精査を行う予定である。第 2 に、修正や調整が可能と判断したデータに

ついては、研究班により統計的な処理を施した。第 3 に、以上の理由により、群間での

違いに対する統計的な検定は殆ど行っておらず、群間での統計的な有意差についても、

データの精査後に研究班にて行う予定である。 
調査の結果、分娩施設の概要については、以下のような結果が得られた。 
(1) 常勤の「産婦人科医師」、「小児科医師」、「麻酔科医師」の平均人数は、総合

・地域周産期母子医療センターで最も多かった。「夜勤帯・休日に、分娩におい

て緊急事態が生じた際に、駆け付けることができるように待機している人数（院

内）」については、「産婦人科医師」の平均人数は、それ以外の病院と診療所が

最も多かった。「小児科医師」は、総合・地域周産期母子医療センターで最も多

かった。「院外」での待機については、「産婦人科医師」の平均人数は、それ以

外の病院が最も多かった。「小児科医師」は、総合・地域周産期母子医療センタ

ーとそれ以外の病院は同数であり、「麻酔科医師」は総合・地域周産期母子医療

センターで多かった。 
(2) 1 か月間の「全分娩数」の平均は、総合・地域周産期母子医療センターは 43 件、

それ以外の病院 36 件、診療所 36 件であった。 
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(3) 「無痛分娩」は、総合・地域周産期母子医療センター42%、それ以外の病院 48%、

診療所 44%で実施されていた。「無痛分娩」の平均設定価格は、総合・地域周産

期母子医療センターとそれ以外の病院は約 12 万円、診療所は約 9 万円であった。 
(4) 「出産目的で入院する妊産婦の最も多くみられる入院日数」は、帝王切開分娩で

平均 7 日程度、経腟分娩で初産婦 5〜6 日程度、経産婦 5 日程度であり、施設種別

で大きな差はなかった。 
(5) 「お祝い膳」は、総合・地域周産期母子医療センターで 79%、それ以外の病院で

84%、診療所で 76%、助産所の 31%で提供されていた。料金は、80%以上の施設で

料金が個別に明示されず、入院料等に含まれていた。「写真撮影」を提供してい

るのは、総合・地域周産期母子医療センターは 19%、それ以外の病院 50%、診療

所 57%、助産所の 45%であった。提供している施設の 60%以上の施設で料金が個

別に明示されず、入院料等に含まれていた。「エステ」は、診療所で 50%、助産

所で 33%、それ以外の病院で 24%、総合・地域周産期母子医療センターの 7%で提

供されていた。料金は、70%以上の施設で料金が個別に明示されず、入院料等に含

まれていた。 
助産所に特化した質問項目からは、下記のような結果が得られた。 
(6) 「入所施設を有する助産所」が 78%、「入所施設を有さない助産所」が 22%であ

った。「入所施設を有する助産所（N=158）の入所定員は、平均 3 名であった。 
(7) 助産所における 1 年間の分娩取扱件数の平均は 13 件。「初産婦」3 件、「経産

婦」10 件で「経産婦」の方が多かった。 
(8) 分娩場所別では、「自助産所内での分娩」が最も多く平均 11.7 件、続いて「自宅

等への出張分娩」が 1.4 件、「オープンシステムによる分娩」は 0.6 件であった。

「母体搬送」件数は、分娩第 1 期中は平均 0.7 件、第 2 期中は平均 0.1 件、第 3 期

0.1 件、第 4 期 0.2 件であった。 
(9) 分娩時の体制として、「自院の助産師で複数体制としている」のが 44%、「自院

と他院の助産師にて複数人体制としている」のが 48%であり、「助産師が 1 名で

対応しているという助産所はなかった。 
最後に、病棟（ユニット）における医療提供体制については、次のようなことが明ら

かとなった。 
(10) 「病棟（ユニット）票」は病院を対象として調査を実施し、325 件（総合・地域周

産期母子医療センター142 件、それ以外の病院 183 件）からの回答があり、1 施設

あたりの「病棟・ユニット数」は約 1.1、「1 病棟・ユニット当たりの病床数」は

約 30 床であった。 
(11) 病棟構成全般をみると、「混合病棟」が 68%と多く、なかでも「婦人科および他

科診療科での混合病棟」が 38%であった。 
(12) 「病棟における産科患者の入院割合」は総合・地域周産期母子医療センターで

60%、それ以外の病院で 47%であった。 
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A．研究目的 
本研究では、令和 5 年度の予備的なパ

イロット調査とヒアリングから得られた

結果を参考に、令和 6 年度に実施された

『分娩取扱施設における出産に係る費用

構造の把握のための調査』において、悉

皆調査（以下、A 票）で調査された質問項

目（分娩取扱施設の概要、及び、病棟

（ユニット）における医療提供体制等）

の記述統計量についての検証を行う。  
 

B．研究方法 
B-1. 研究概要 
 本研究では、全国の分娩取扱施設 2,173
件を対象に、令和 6 年 9 月の１か月間

（但し、助産所については、令和 6 年 9
月又は 10 月のいずれかの１か月、郵送調

査とオンライン調査（Excel シート）の併

用により、施設の構造や実績・患者（産

婦）の実態・費用構造等に対する調査を

実施した。 
 質問票は、大きく、悉皆調査（以下、

「A 票」）とサンプル調査（以下、「B
票」）の 2 つから構成されている。更

に、分娩施設の機能別に、「病院 A 票」

・「病院 B 票」、「診療所 A 票」・「診

療所 B 票」、及び、「助産所票」の 5 種

類に分類されている。助産所を対象とし

た調査は全質問項目について悉皆で実施

したため、「A 票」と「B 票」の区別はな

い。 
本研究で検証を行う A 票の調査内容

は、施設情報（構造設備・医療体制・分

娩件数・付帯サービスの種類や価格

等）、及び、病院のみを対象とした病棟

情報（病棟構成・配置職員数等）であ

る。 
 悉皆調査の回収状況については、病院 A
票が 911 件中 341 件（37.4%）、診療所 A
票が 936 件中 465 件（46.7%）、助産所票

が 326 件中 206 件（63.2%）であった。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では、『分娩取扱施設における

出産に係る費用構造の把握のための調

査』を実施するに当たり、早稲田大学

「人を対象とする研究に関する倫理審査

委員会」にて、実施承諾を受けている

（承認番号：2024-044；承認日：令和 6 年

5 月 4 日）。  
 
 

(13) 「全室個室」の割合は、総合・地域周産母子医療センターで 19%、それ以外の病

院で 25%だった。 
(14) 「1 日当たりの室料差額料金」の平均は、総合・地域周産期母子医療センターが

43,233 円で、25,107 円のそれ以外の病院よりも高かった。 
(15) 「産婦人科医師」については、診療業務に従事した医師数、医師の対応時間とも

に、「産褥入院中」に比べて「分娩期」の方が多かった。「小児科・新生児科医

師」については、医師の対応時間が、「分娩期」に比べて「産褥入院中」の方が

長かった。 
(16) 「看護職」については、ケアに従事した時間数が、「分娩期」に比べて「産褥入

院中」の方が長かった。 
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C．研究結果 
C-1. 分娩取扱施設の概要 

表 1 は構造設備の状況を示しており、

「分娩室数」、「分娩台数」等の設備

は、総合・地域周産期母子医療センター

が最も多く、続いてそれ以外の病院であ

った。「集中監視システム機器」は、そ

れ以外の病院で 98%、総合・地域周産期

母子医療センターで 80%、診療所では

69%が設置していた。 
表 2 は、職員数に関する結果である。

総合・地域周産期母子医療センターでは

職員数が多く配置されており、「産婦人

科医師数」は平均約 11 名、「小児科医師

数」約 15 名、「麻酔科医師数」約 11
名、「助産師数」約 36 名であった。ま

た、「産婦人科医師数」の平均は、それ

以外の病院で約 6 名、診療所で約 3 名で

あった。「小児科医師数」の平均は、そ

れ以外の病院で約 14 名（うち非常勤の常

勤換算 10 名）であった。「助産師数」の

平均は、それ以外の病院で約 21 名、診療

所約 9 名であった。 
表 3 は、夜勤帯・休日のオンコールの

人数を示しており、「夜勤帯・休日に、

分娩において緊急事態が生じた際に、駆

け付けることができるように待機してい

る人数（院内）」については、「産婦人

科医師」の平均人数は、それ以外の病院

と診療所が最も多かった。「小児科医

師」は、総合・地域周産期母子医療セン

ターで最も多かった。また、「院外」で

の待機については、「産婦人科医師」の

平均人数は、それ以外の病院が最も多か

った。「小児科医師」は、総合・地域周

産期母子医療センターとそれ以外の病院

は同数であり、「麻酔科医師」は総合・

地域周産期母子医療センターで多かっ

た。 
表 4 は、分娩件数である。1 か月間の

「分娩数」の平均は、総合・地域周産期

母子医療センターは 43 件、それ以外の病

院 36 件、診療所 36 件であった。助産所

の 1 年間の平均は、13 件であった。正期

産の「帝王切開」は、予定および緊急と

も、総合・地域周産期母子医療センター

が最も多かった。 
1 か月間の「無痛分娩（硬膜外麻酔）

数」の平均は、それ以外の病院が最も多

く、次に診療所、総合・地域周産期母子

医療センターの順であった。 
「出産目的で入院する妊産婦の最も多

くみられる入院日数」は、帝王切開分娩

で平均 7 日程度、経腟分娩で初産婦 5〜6
日程度、経産婦 5 日程度であり、施設種

別で大きな差はなかった。 
 表 5 は、提供されているサービスと料

金を示している。「お祝い膳」は、総合

・地域周産期母子医療センターで 79%、

それ以外の病院で 84%、診療所で 76%の

施設で提供されていた。一方、助産所で

は 31%であった。「お祝い膳」の料金

は、80%以上の施設で入院料等に含まれて

いた。入院料等に含まれていない施設で

の「お祝い膳」の設定価格は、平均 1,000
～2,000 円程度であった。「写真撮影」を

提供しているのは、総合・地域周産期母

子医療センターは 19%、それ以外の病院

50%、診療所 57%、助産所の 45%であっ

た。提供している施設の 60%以上の施設

で、入院料等に含まれていた。含まれて

いない施設での平均設定価格は、診療所

3,083 円、それ以外の病院 4,508 円、助産

所 5,083 円であった。「足形」は、助産所
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で最も多く提供され（62%）、続いて診療

所（56%）であった。提供している施設の

70%以上が入院料等の料金に含まれてい

た。「エステ」は、診療所で 50%、助産

所で 33%、それ以外の病院で 24%、総合

・地域周産期母子医療センターで 7%の施

設で提供されていた。どの施設種別でも

70%以上が入院料等に含まれていた。 
 表 6 は、無痛分娩や検査等と料金を示

している。「無痛分娩」は、総合・地域

周産期母子医療センター42%、それ以外の

病院 48%、診療所 44%で実施されてい

た。「無痛分娩」の平均設定価格は、総

合・地域周産期母子医療センターとそれ

以外の病院は約 12 万円、診療所は約 9 万

円であった。「先天性代謝異常等検査」

および「ビタミン K2」投与は、どの施設

種別でも 90%以上が実施していた。「新

生児聴覚検査」は、総合・地域周産期母

子医療センター、それ以外の病院、診療

所では、99%以上が実施しており、90%以

上の施設が自治体からの補助を受けてい

た。助産所での実施は 47%であった。

「新生児 1 か月健診」は、総合・地域周

産期母子医療センター、それ以外の病

院、診療所では、94%以上が実施されてい

た。「自治体からの補助」があったのは

60%台であった。 
 
C-2. 助産所について 
 以下では、助産所に特化した質問項目

に対する概要を示す。 
表 7 は、助産所に係る基本情報・入所

室の概要である。本調査の対象となった

助産所は 204 件で、すべて分娩取扱があ

り、「入所施設を有する助産所」が

78%、「入所施設を有さない助産所」が

22%であった。「入所施設を有する助産

所」（N=158）の入所定員は、平均 3 名で

あった。「入所施設を有する助産所」で

は、入所定員 1 名の入所室（個室）は平

均 2.6 室あり、2 名の入所室は平均 0.5
室、3 名の入所室 0.2 室であった。 
 表 8 は、施設・設備等、及び、職員数

である。88%の助産所には「分娩室」があ

り、設置していないと回答した助産所

は、「入所室」と「分娩室」を分けてい

なかった。58%が「新生児沐浴室」を設置

していた。「給食設備」は 80%が設置し

ていた。助産所における「助産師数」の

平均は、常勤 1.4 名、非常勤 2.2 名であっ

た。 
 表 9 は勤務体制を示している。助産所

において入所者が 1 名の場合、助産師は

平均 1.5 名が勤務しており、最も少ない助

産所では 1 名であった。夜勤帯でも、助

産師は平均 1.1 名の勤務となっていた。 
 表 10 は勤務時の体制である。分娩時の

体制として、「自院の助産師で複数人体

制としている」のが 44%、「自院と他院

の助産師にて複数人体制としている」の

が 48%であり、「助産師が 1 名で対応し

ている」という助産所はなかった。他施

設の助産師への支払い方法で最も多かっ

たのは、「産婦１名毎に依頼し支払い」

が 35%であり、続いて「時給」（7%）、

「日給」（4%）、「月給」（1%）であっ

た。 
 表 11 は、嘱託医師・嘱託医療機関等と

の連携体制である。すべての助産所は、

「嘱託医師あるいは嘱託医療機関」があ

った（未回答 2 施設除く）。「嘱託医師

数」、「嘱託医療機関数」とも平均は 1.5
件であり、「連携医療機関数」は平均 1.7
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件であった。「嘱託医師・嘱託医療機

関、連携医療機関との出産予定妊婦に関

する定期的な情報共有」は、84%の助産所

が行っていた。「事例検討会・勉強会・

研修会等」には、58%の助産所が参加して

いた。 
 
C-3. 病棟（ユニット）における医療提供

体制 
 表 12 は、病棟（ユニット）票の基本情

報を示している。「病棟（ユニット）

票」は病院を対象として調査を実施し、

325 件（総合・地域周産期母子医療センタ

ー142 件、それ以外の病院 183 件）からの

回答があり、1 施設あたりの「病棟・ユニ

ット数」の平均は 1.1、「1 病棟・ユニッ

ト当たりの病床数」の平均は 30 床であっ

た。病棟構成全般をみると、「混合病

棟」が 68%と多く、なかでも「婦人科お

よび他科診療科での混合病棟」が 38%と

なっていた。 
 表 13 は、病床数と入院料、及び、室料

差額の結果である。「全室個室」の割合

は、総合・地域周産母子医療センターで

19%、それ以外の病院で 25%だった。 
「1 日当たりの室料差額料金」の平均は、

総合・地域周産期母子医療センターが

43,233 円で、25,107 円のそれ以外の病院

よりも高い傾向にあり、かつ、個室と 2
床室との差も若干大きかった。 
 表 14 は、病棟（ユニット）に配置され

ている職員数である。常勤の助産師・看

護師については、総合・地域周産期母子

医療センターの方が、それ以外の病院に

比べ人数が多い一方で、非常勤職員及び

准看護師・看護補助者・保育士について

は両群で差はなかった。 

 表 15 は、分娩期・産褥期の医師数、医

師の対応時間の結果である。「分娩期、

産褥入院中の医師数、医師の対応時間」

について、総合・地域周産期母子医療セ

ンターがそれ以外の病院と比べ、人数・

時間ともに数は大きかったが、標準偏差

からばらつきも大きい。「産婦人科医

師」については、診療業務に従事した医

師数、医師の対応時間ともに、「産褥入

院中」に比べて「分娩期」の方が多かっ

た。「小児科・新生児科医師」について

は、医師の対応時間が、「分娩期」に比

べて「産褥入院中」の方が長かった。 
 表 16 は、産科の患者の入院割合、看護

職の従事時間等を示している。「病棟に

おける産科患者の入院割合」は総合・地

域周産期母子医療センターで 60%、それ

以外の病院で 47%だった。「看護職」

は、総合・地域周産期母子医療センター

の方が、それ以外の病院と比べ、労働時

間数が長いが、標準偏差からばらつきも

大きかった。「看護職」については、ケ

アに従事した時間数が、「分娩期」に比

べて「産褥入院中」の方が長かった。 
  
D．考察／E．結論 
本研究では、令和 5 年度の予備的なパ

イロット調査とヒアリングから得られた

結果を参考に、令和 6 年度に実施された

『分娩取扱施設における出産に係る費用

構造の把握のための調査』において、悉

皆調査（以下、A 票）で調査された質問項

目（分娩取扱施設の概要、及び、病棟

（ユニット）における医療提供体制等）

の記述統計量についての検証を行った。 
その結果、様々な観点から、分娩取扱

施設の実態が明らかにされたが、本研究
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の結果についてはいくつか留意すべき点

がある。第 1 に、分析に用いたデータ

は、外れ値や誤答と思われるものが含ま

れているため、あくまでも速報値であ

り、令和 7 年度に研究班が精査を行う予

定である。第 2 に、修正や調整が可能と

判断したデータについては、研究班によ

り統計的な処理を施した。第 3 に、以上

の理由により、群間での違いに対する統

計的な検定は殆ど行っておらず、群間で

の統計的な有意差についても、データの

精査後に研究班にて行う予定である。 
 
F．健康危険情報 
特に無し。 
 
G．研究発表 
1．論文発表 
特に無し。 
 
2．学会発表 
特に無し。 
 

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を

含む) 
1．特許取得 
特に無し。 
 
2．実用新案登録 
特に無し。 
 
3．その他 
特に無し。 
 

参考文献 
厚生労働省.（2025） 第9回「妊娠・出産

・産後における妊産婦等の支援策等に

関する検討会（資料1）」，令和7年4月
16日．

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/
001476650.pdf （閲覧日：令和7年5月
15日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  



- 42 - 
 

表 1 

 

 
表 2  

 



- 43 - 
 

表 3   

 

表 4  

 



- 44 - 
 

表 5  

 
 
表 6  

 



- 45 - 
 

表 7  

 
表 8  

 

 
 



- 46 - 
 

表 9 

 
表 10 

 



- 47 - 
 

表 11 

 
表 12 

 



- 48 - 
 

表 13 

 

表 14 

 



- 49 - 
 

表 15 

 

表 16 

 
 
 



- 50 - 
 

表 17 

 


